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子育てに適した住環境の整備 都営住宅ストックの総数  

（資料）住宅基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数／総務省 

都道府県営 区市町村営 計 
都道府県県営：
区市町村営 

総世帯数 
（平成26年1月1日） 

公営住宅
／世帯数 

東京都 241,834 21,241 263,075 92:8 6,699,648 3.9% 

全国 923,407 1,234,029 2,157,436 43:57 55,952,365 3.9% 

東京都以外 681,573 1,212,788 1,894,361 36:64 49,252,717 3.8% 

◇東京都の総世帯に占める都営住宅に居住する世帯の割合は、約４％で、東京都を除いた全国平均を上回る 
 

（注） 公営住宅法第2条第2号に定める公営住宅に該当する住宅数であり、 都営改良住宅、都営再開発住宅、特定公共賃貸住宅等は含
まない。 

【参考】総世帯数（平成26年1月1日） 

    鳥取県 232,676世帯  島根県 284,580世帯 福井県 284,689世帯 
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都営住宅入居者の状況（世帯人数） 
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世帯人数別世帯数・平均世帯人数の推移 

１人 ２人 ３人以上 平均世帯人数（都営住宅） 平均世帯人数（都全体） 

（各年度末時点） 

（平均世帯人数） （世帯数） 

◇単身世帯の割合が、29％（平成15年）から38％（平成25年）に増加している 
◇平均世帯人員は、平成25年で2.01人となっている 
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◇都営住宅ストック約26万戸のうち約11万戸は、昭和40年代以前に建設されており、順次建替えを進めている 

 

(1960)            (1970)            (1980)            (1990)          (2000)            (2010) 

（資料）東京都都市整備局（平成26年3月末現在） 

昭和49年度まで 約11万戸 

都営住宅ストックの状況 
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■平成１５年度末管理戸数管理戸数 
 
■平成２５年度末管理戸数 
 
■平成２５年度末現在スーパーリフォーム実施済 
  住宅の戸数 

（注）スーパーリフォームとは、昭和40年代に建設した住宅の建替えには長期間を要することが予測されることから、既存ストックを長期にわ
たり有効に活用するため、浴室、トイレ、台所の設備等の改善や、床の段差解消、手すりの設置などのバリアフリー化工事を実施する事業 
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○ 計画期間  平成24年度～32年度  

○ 目   標  都営住宅約262,000戸※について 平成２７年度末までに 耐震化率   ９０％ 
                       平成３２年度末までに 耐震化率 １００％ 

○ 対象戸数  都営住宅約262,000戸のうち、耐震化が必要な都営住宅82,200戸が対象(竣工ベース) 

            ⇒ 建替えによる戸数  29,200戸 

            ⇒ 耐震改修による戸数 53,000戸 
 

※ 都営住宅には、都営改良住宅、都営再開発住宅、特定公共賃貸住宅等を含む。 

 

◇「都営住宅耐震化整備プログラム（平成24年７月）」を策定し、都営住宅の耐震化を着実に推進している 

都営住宅の耐震改修の推進 

耐震化整備プログラムの概要 

耐震改修工事の例 

建物妻側にバットレスを設置 耐震ブレースによる補強 
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子育てに適した住環境の整備 都営住宅の入居基準等 

入居基準 

使用承継制度 

＜法令による基準＞ 
○ 収入が、条例で定めた額以下であること 
  （政令規定上限額 259,000円） 
 

 
 
 
 
○住宅に困窮していること 
 

＜条例による基準＞ 
○ 同居親族がいること 
 ※ 60歳以上の方、1～4級の身体障害者等は、単身入居可 
 
○申込日現在、都内に在住していること 

原則 収入月額  158,000円 
     （４人世帯で年収約447万円） 
特例（高齢者・障害者世帯等） 
   収入月額 214,000円 

入居者募集 

○ 公募が原則 

 
 
 
 
   
 
 
○ポイント方式 
  → 住宅困窮度を点数化し、困窮度がより高い世帯から 
      入居できる制度  
○優遇抽せん（一般世帯向募集のみ） 

原則

高齢者 病弱者

身体障害者手帳
 １～３級

精神障害者保健福祉手帳 １～３級

知的障害者（愛の手帳） １～４度

例外（三親等内）

配偶者
承継者が６０歳以上
（入居収入基準以下であ
れば同居者の年齢は問わ
ない）

難病患者、原爆被爆者、
公害病認定患者等

障害者

○平成19年度 
 承継対象を一親等親族から原則として配偶者のみに見直し 

実施年度  内  容 

平成１３年度 都心12区の特定都営住宅で、若年ファミ
リー世帯向けに導入 

平成１５年度 一般都営住宅に拡大し、若年ファミリー向
け、マンション建替仮住居向けに導入 

平成１７年度 都内全域に対象地域を拡大し、新たに多
子世帯を追加 

期限つき入居制度 

(単位：戸）

26年度

一般世帯
定期使用（若年ファミリー）
定期使用（多子世帯）
期限なし（若年ファミリー）

4,500

単身者
単身者用車椅子使用者
シルバーピア

523

ポイント方式

ひとり親
高齢者
心身障害者
多子
車椅子世帯等

2,580８月・　２月 

区　　　　分

抽選方式

５月・11月 

８月・　２月 

公害病認定患者、難病患者等、 高齢者世帯、

心身障害者世帯（軽度）及び原爆被爆者、 心身障害者世帯（重度又は中度）、

準多子世帯（18歳未満の児童２人）、 多子世帯（18歳未満の児童3人以上）、

親子ふれあい同居、DV被害者、

犯罪被害者、東日本大震災被災者 生活保護等受給世帯、ひとり親世帯

甲優遇：当選率が「一般」の５倍　 乙優遇：当選率が「一般」の７倍　

小さな子供のいる世帯（未就学児童が2人以上）、
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募集戸数・応募倍率の推移 

世帯向け（一般募集） 募集戸数 単身者向け 募集戸数 ポイント方式 募集戸数 

世帯向け（一般募集） 倍率 単身者向け 倍率 ポイント方式 倍率 

（応募倍率） （募集戸数） 

都営住宅の応募状況（期限付き入居の募集を除く） 

◇毎年度一般募集を3,000戸、単身者向け募集を450戸、ポイント方式による募集を2,580戸実施している 
◇一般募集で30倍程度、単身者向け募集で50倍を超える応募倍率が続いている 
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都営住宅入居者の状況（収入超過者・高額所得者の推移） 
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収入超過者数・高額所得者数及び収入超過者の割合 

収入超過者 高額所得者 収入超過者の割合 

◇収入超過者の数・割合ともに減少傾向となっている 

※収入超過者の割合には高額所得者を含む 

（各年度末時点） 

（人数） （割合） 
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都営住宅の用地を活用したまちづくり 

＜イメージ＞ 

都営住宅 

都
営
住
宅 
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事例① 勝どき一丁目アパート(子育て世帯向け住宅・支援施設等の整備) 

プロジェクト建物 
45階建 

１ プロジェクトの目的 

 ・勝どき一丁目アパートの建替えに伴い創出した旧都営住宅敷地を民間  

  事業者に定期借地権により貸し付け、子育て世帯が安心して快適に暮 

  らせる、にぎわいのある、景観に配慮したまちづくりを目指す 
 

２ 事業者 

 ・かちどきＧＲＯＷＴＨ ＴＯＷＮ株式会社 

 （東京建物、イヌイ建物、東急建設、梓設計、東京建物アメニティーサポート） 
 

３ 特色 

（１）都心を支える居住機能を有する賃貸住宅 

  ・５３５戸のうち１００戸は子育て世帯向けの賃料（周辺家賃の約３ 

   割安）と住戸規模（公募条件が50㎡でその他の住宅は40㎡） 
 

（２）安心して子育てができる環境の実現に資する子育て支援施設 

  ・認定こども園、クリニックモール、病児保育室など 
 
（３）にぎわいと活力にあふれるまちづくりに資する地域活性化施設 

  ・ＮＰＯ法人事務所、複合メディアショップ等 
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事例② 池尻二丁目アパート（密集事業・道路事業等に活用） 
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都営住宅の用地を活用したまちづくり 

（出展）東京都長期ビジョン 

〔公社住宅の建替えを含む〕 

（注）福祉インフラ整備とは、都有地等を低廉な価格で、民間事業者に貸付し、認可保育所などの子育て支援施設、特別養護老人ホームなど
の高齢者施設、障害者福祉サービス事業所などの障害者施設を整備する事業 
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成城八丁目団地 
（建替済） 

（成城つくしんぼ保育園ホームページより） 

認可保育所
H25.4開設 

障害者施設 
H27.4開設 

高齢者施設 
H26.12開設 

特別養護老人ホーム エリザベート成城 

《活用する都有地》 
成城８丁目アパート建替えに
伴う創出用地 

事例③ 成城八丁目アパート（地域の福祉インフラ整備） 
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